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 令和６年度事業報告 

【１】公益目的事業１ 

 １ 不動産に関する講演会等の開催 

  （１）講演会等の開催 

ア 土地月間記念講演会（調査研究委員会） 

〇当協会は、１０月の「土地月間」に合わせ、県民、不動産業者及び地方公共 

団体職員等を対象とした講演会を３年に１回開催することとしている。 

（前回は令和４年度に開催しており、次回開催は令和７年度） 

 

イ 熊本大学に於ける寄附講座への講師派遣（広報委員会） 

〇熊本大学に於ける寄附講座（県専門士業団体との協働により開設）に会員 

である不動産鑑定士を講師として派遣し、不動産鑑定評価制度や不動産鑑

定士の業務及び社会的役割に対する理解の促進を図った。 

    ・日程及び内容 

第１回： 令和７年１月１５日（水）  「不動産鑑定士の業務総論Ⅰ」 

第２回： 令和７年１月２２日（水）  「不動産鑑定士の業務総論Ⅱ」 

         ・派遣講師：広報委員会委員 吉山壽一会員 

         ・事業費：  ３４千円 

 

  （２）各種相談会等の開催（広報委員会・業務委員会） 

ア 無料相談会（広報委員会） 

〇「不動産鑑定評価の日（４月１日）」と「土地月間（１０月）」に合わせ、熊本市

及び八代市で無料相談会を開催し、不動産の価格や利用等不動産全般の

相談に対して相談者の抱える問題の解決に向け助言を行った。なお、熊本市

の相談会は、「完全予約制」とし、事前に相談内容を把握し論点を整理したう

えで実施した。 

【４月「不動産鑑定評価の日」無料相談会】 

（熊本市） 

・日時：令和６年４月１８日（木）午前１０時～午後３時 

・場所：熊本市役所１１階会議室 

・相談員：不動産鑑定士５名 

・相談件数：９件 

・事業費：１４７千円 

（八代市） 

・日時：令和６年４月２３日（火）午前１０時～午後３時 
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・場所：八代市市民交流エリア会議室 

・相談員：不動産鑑定士１名 

・相談件数：２件 

・事業費：１６千円 

【１０月「土地月間」無料相談会】 

（熊本市） 

・日時：令和６年１０月１６日（水）午前１０時～午後３時 

・場所：熊本市役所１１階会議室 

・相談員：不動産鑑定士４名 

・相談件数：８件 

・事業費：１４１千円 

（八代市） 

・日時：令和６年１０月１０日（木）午前１０時～午後３時 

・場所：八代市市民交流エリア会議室 

・相談員：不動産鑑定士１名 

・相談件数：２件 

・事業費：１６千円 

 

イ 巡回無料相談会（広報委員会） 

〇「土地月間（１０月）」に合わせ、玉名市で巡回無料相談会を開催した。 

・日時：令和６年１０月２８日（月）午後１時３０分～午後４時 

・場所：玉名市役所 2 階会議室 

・相談員：不動産鑑定士２名 

・相談件数：５件 

・事業費：２７千円 

 

ウ 自治体・団体等との協働による無料相談会等 

① 県専門士業団体合同による無料相談会への相談員派遣（広報委員会） 

〇生活上の様々な相談にワンストップで対応するため、専門士業８団体（県

行政書士会、県司法書士会、県社会保険労務士会、県土地家屋調査士会、

県弁護士会、南九州税理士会熊本県連合会、日本公認会計士協会南九

州会熊本県部会、県不動産鑑定士協会）が合同で無料相談会を開催し

た。 

（人吉市） 

・開催日：令和６年９月２８日（土）、29 日（日） 

・開催場所：人吉市社会福祉協議会 

・事業費：９８千円 
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（熊本市） 

・開催日：令和６年１１月２３日（土・祝） 

・開催場所：くまもと県民交流館パレア ９階 

・相談件数：６件（全体７０件） 

・事業費：１５３千円 

      ②自治体が行う空家等対策事業への相談員派遣等（業務委員会） 

       ○自治体からの依頼を受け、空家等対策協議会委員に会員を推薦し、相談

会への相談員派遣等、各自治体が実施する空家等対策事業に協力した。 

          ・関係自治体：熊本県、熊本市、八代市、合志市、南阿蘇村 

 

エ 無料相談所の運営（広報委員会） 

〇協会事務局内に無料相談所を設置し、県民の方々の不動産全般に関する相

談に対応した。 

・相談日：毎月第１・第３水曜日（予約制） 

・相談件数：１０件 

・事業費：６１千円 

 

 ２ 不動産市場や地価に関する調査分析と地価の国・県ホームページ等での公表 

  （１）地価に関する図書の発行（資料委員会） 

〇地方公共団体による用地取得や民間での不動産売買、担保取得など、不動

産取引に関する不特定多数の者の利益の増進に寄与するため、土地取引の

指標である県の地価調査価格と地価公示価格に、それぞれの価格の推移を

協会でまとめたデータを加えた図書を発行、販売した。 

        ・冊子名：「熊本県の地価」 ～令和６年地価調査・地価公示価格要覧～ 

        ・価格：２，７5０円（税込） 

・作成部数：冊子３００部 

        ・事業費：７７２千円 

 

  （２）県地価調査事業の実施（地価調査委員会） 

〇県から、県内の基準地の鑑定評価業務を受託し、７月１日現在の県内４８２地

点の地価調査を実施した。 

〇調査結果は、県と共同でマスコミに公表し、図書にまとめて発行した。また、県

でも、全県の調査地点の詳細や地価をホームページで公表した（協会ＨＰで

も案内）。 

〇業務名：令和６年熊本県地価調査基準地鑑定評価業務 

（委託料：３6，01２千円） 
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  （３）国の不動産取引価格情報提供制度への協力（公的土地評価委員会） 

〇国が行っている不動産取引価格情報提供制度は、全国の土地取引の価格を

公表することにより、誰もが身近にある様々な土地の価格を把握し、安心して

土地取引が出来ることを目的としており、協会は当制度に基づくアンケート調

査に協力するとともに、アンケートの回答内容と現地の状況等の確認調査を行

った。 

  ・事業費：６０千円 

      【協力の内容】 

①国土交通省からの依頼を受け、土地取引アンケート調査票を国（出先機

関）、県、市町村等へ送付。アンケートの回答は直接国土交通省に返送され、

サーバに登録。 

②会員は、サーバに登録された土地の現地調査を行い、アンケートの回答内

容と現地の状況を確認したうえで詳細の条件を調査し、国土交通省のサー

バに登録された情報を確定。 

③国土交通省は、この情報を熊本県の土地取引情報としてＨＰで公開。 

   

  （４）固定資産に関する鑑定評価事業（公的土地評価委員会） 

〇県内市町村から固定資産税土地に係る鑑定評価業務を協会が受託し、会員

である不動産鑑定士が標準宅地鑑定評価を行うに当たり、他の公的土地評

価との適正な価格均衡の検討及び市町村との連絡調整等の運営業務を行

った。 

〇熊本市：令和７年度固定資産税土地に係る時点修正率調査業務 

         （調査業務料：７９６９千円） 

〇西原村：令和６年度固定資産税土地に係る時点修正率調査業務 

         （調査業務料：９２千円） 

 

 

【2】公益目的事業２ 

 １ 災害時における住家被害認定調査等への支援 

 （１）災害対応に関する研修会（災害対策支援委員会） 

〇会員向けの研修会は日程の調整がつかず、理事会で審議した結果、今年度は

やむなく中止とした。 

        

（２）災害時における住家被害認定調査等への支援（災害対策支援委員会） 

    〇市町村職員等に対する住家被害認定調査等研修会 

熊本県との協定に基づき、知事公室危機管理防災課より、市町村職員向け住

家被害認定調査等研修会への講師派遣依頼があり、下記により講師を派遣し
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研修を行った。 

     ・開催日：令和６年１１月２８日（木） 

       ・場  所：県庁防災センター２階会議室及び山の下老人憩の家 

       ・講  師：椎葉委員長、桐山副委員長、馬渕委員、岩崎委員、国武委員 

       ・参加者：市町村職員等５８名 

       ・事業費：２２６千円 

   ○宇土市職員に対する住家被害認定調査等研修会 

宇土市から「住家被害認定調査等に関する協定書」に基づき、研修会に係る

講師派遣依頼があり、下記により講師を派遣し研修を行った。 

・開催日：令和７年３月１２日（水） 

       ・場  所：宇土市役所１階会議室及び旧高月邸 

       ・講  師：椎葉委員長、桐山副委員長、岩崎委員、国武委員、石山会員 

       ・参加者：宇土市職員９名 

       ・事業費：２６５千円 

 

【３】収益事業 

１ 協会独自資料閲覧事業（資料委員会） 

〇不動産鑑定評価に必要とされる事例資料等を調査、収集して整備・保管し、不

動産鑑定士に公開提供した。 

   

２ 情報管理閲覧システム(REA-Jirei)管理運営事業（資料委員会） 

〇当協会が団体会員となっている公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会

からの委託を受け、不動産取引価格情報提供制度による不動産取引事例デー

タの管理閲覧事業を実施した。 

〇業務名：資料閲覧関係業務委託（委託料：３，０80 千円） 

 

【４】その他の事業 

１ 会員向けの研修会、会員が取り組む地価公示、相続税評価、固定資産税評価業

務への支援 

（１）講演会（調査研究委員会） 

〇通常総会に合わせた基調講演会は、講師の日程が合わずやむなく中止した。 

（２）不動産鑑定士研修会（調査研究委員会） 

  ・開催日時：令和６年９月２日（月） 午後１時から午後４時 

  ・開催場所：グランメッセ熊本 大会議室 

  ・研修テーマ 

   第１部「TSMC 進出の影響と課題・対応について」 

   講師：熊本県商工労働部企業立地課半導体立地支援室室長 吉仲範恭氏 
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   第２部「2024 資材価格、工事費、建設費の傾向について」 

   講師：一般財団法人建設物価調査会総合研究所主任研究員 丸木健氏 

  ・参加者数：３７名（県内２６名／県外１１名） 

  ・事 業 費：９５千円 

 

 （３）地価公示に関する調査への支援（公的土地評価委員会） 

〇地価公示は、国から委託を受けた日本不動産鑑定士協会連合会の下で、国が

選定した各都道府県の不動産鑑定士が調査を実施しており、当協会は、選定さ

れた会員（２２名）がこの調査を円滑に実施出来るよう、調査に関する会議の日

程調整や招集、会議や作業場所の提供、資料のコピー、連絡調整等の支援を行

った。 

  ・事業費：１０２千円 

 

 （４）相続税標準地鑑定評価業務への支援（公的土地評価委員会） 

〇相続税標準地鑑定評価は、国税庁が毎年１月１日を評価時点として、当協会会

員である不動産鑑定士に業務を委託しており、当協会は、選定された会員（２２名）

の業務の円滑な実施に向け、公的土地評価閲覧申請手続きのほか、鑑定評価員

会議の資料の調整・作成、作業場所の提供、連絡調整等の支援を行った。 

 ・事業費：５１千円 

 

 （５）固定資産税標準宅地鑑定評価業務への支援（公的土地評価委員会） 

〇固定資産税に係る標準宅地の鑑定評価業務について、県内市町村から委託を

受けた会員が業務を円滑に実施できるよう、公的土地評価閲覧申請手続きや連

絡調整等の支援を行った。 

 

 （６）会員相互、関係団体との交流（総務財務委員会） 

   ア 会員相互の親睦会等に対する補助 

〇会員相互の親睦会等に協会から補助を実施した。 

      ・事業費：３７４千円 

 

   イ 関係団体との交流会への支援 

〇日本不動産鑑定士協会連合会、九州・沖縄不動産鑑定士協会連合会、県専門

士業団体連絡協議会等との交流会への支援を行った。 

      ・事業費：９１千円 

 ２ 市町村職員研修会（公的土地評価委員会） 

〇固定資産税や用地、管財等、不動産評価に関係する部署の自治体職員を対象に、

不動産鑑定評価制度等の普及啓発を目的とした研修会を実施した。 
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     ・日時：令和６年１０月１５日（火）午後１時３０分～ 

     ・場所：グランメッセ熊本 大会議室 

     ・研修内容 

       第１部「地価調査の結果を受けた熊本県内の地価動向」 

           講師：不動産鑑定士 馬渕信一郎会員 

       第２部「公的土地評価と鑑定評価の関係性」 

           講師：不動産鑑定士 石山博会員 

第３部「地目の認定と価格について」 

           講師：不動産鑑定士 宮本隆志会員 

     ・対象者：市町村職員 

     ・参加者数：３４名 

     ・事業費：１００千円 

 

 ３ 不動産に関する鑑定評価事業（公的土地評価委員会） 

〇社会福祉法人熊本県社会福祉協議会からの依頼を受け、要保護世帯向け不動

産担保型生活資金貸付に係る不動産鑑定評価業務を実施した。 

  ・依頼件数：６件 

  ・事業費：1,５９２千円 

 

４ 不動産市況調査（不動産ＤＩ調査）（業務委員会） 

〇熊本県下の不動産関連団体（熊本県宅地建物取引業協会、全日本不動産協

会熊本県本部）と協働し、熊本県全域における不動産市場動向をより詳細に把

握するため、不動産市況調査（第１３回熊本県不動産ＤＩ調査）を実施した。 

      ・調査基準日：令和６年１０月１日 

      ・調査内容：①不動産価格動向、②取引件数動向、③賃貸物件動向、 

④開発物件動向 

      ・調査対象者：不動産業者（宅建協会会員、全日協会会員）１，９００社 

      ・アンケート回収率：2５％ 

      ・事業費：６５４千円 

 


